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(57)【要約】
【課題】簡単な構造で弁体の開度を調整可能であり、弁
体と弁棒の連結構造が簡素化され、弁棒の簡単な回転操
作で弁体を無摺動で開閉可能な補修弁を提供する。
【解決手段】弁座１８が設けられた弁箱２と、弁箱２内
の流路６を開閉する弁体３と、弁体３を回転させる弁棒
４，５と、弁棒４に一体回転するように取り付けられる
操作用のレバー４４と、を備えた補修弁１であって、弁
箱２とレバー４４との間に介設されるサラばね４５と、
弁棒４に対するレバー４４の弁棒軸心Ｏ２方向の取付位
置を変位させてサラばね４５の弾性復元力を調整するば
ね調整部４６と、を有し、弁体３を中間開度状態で保持
可能な中間開度保持機構４３を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弁座が設けられた弁箱と、前記弁箱内の流路を開閉する弁体と、前記弁体を回転させる
弁棒と、前記弁棒に一体回転するように取り付けられる操作用のレバーと、を備えた補修
弁であって、
　前記弁箱と前記レバーとの間に介設されるばね部材と、
　前記弁棒に対する前記レバーの弁棒軸心方向の取付位置を変位させて前記ばね部材の弾
性復元力を調整するばね調整部と、
　を有し、前記弁体を中間開度状態で保持可能な中間開度保持機構を備えることを特徴と
する補修弁。
【請求項２】
　前記ばね部材は、前記弁棒に外嵌するサラばねであり、
　前記ばね調整部は、前記弁棒の端面に螺合する締め付けボルトを備えて構成されている
ことを特徴とする請求項１に記載の補修弁。
【請求項３】
　前記弁棒に対して前記弁体を連れ回り可能かつ弁棒軸心との直交方向に直線移動可能に
連結する連結機構と、
　前記弁体を前記直交方向における中立位置に付勢する付勢部材と、
　前記弁箱と前記弁体との間で設けられ、前記弁体が閉じるとき前記付勢部材の付勢力に
抗して前記弁体を前記弁座に押し付ける押し付け機構と、
　を備えることを特徴とする請求項１または請求項２に記載の補修弁。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、補修弁に関する。
【背景技術】
【０００２】
　補修弁としては、水道管に取り付けられる補修弁があり、特許文献１に記載のものが挙
げられる。特許文献１には、水道管と空気弁付き消火栓との間にボール弁式補修弁を設け
た技術が記載されている。
【０００３】
　また、弁体と弁座とを無摺動にした弁として、特許文献２に記載のものが挙げられる。
特許文献２には、弁体に対して第一軸（一方の弁棒）を回転伝達可能に連結する一方、第
二軸（他方の弁棒）を回転伝達不能に連結し、第二軸に押圧部を設け、弁体には前記押圧
部に押圧される被押圧部を設けたボール弁が記載されている。このボール弁によれば、第
一軸の回転操作により弁体の開閉動作を行い、弁体を全閉にするときのみ第二軸を回転操
作して押圧部を被押圧部に押し付け、弁体をシート部材（弁座）に密着させる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－２５３７０７号公報
【特許文献２】特開２００８－９５８１１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　補修弁は、通常は全開状態で使用され、下流側に接続される空気弁付き消火栓等の対象
装置の補修やメンテナンスを行うときのみ閉じて水道管からの流水を一時的に遮断する用
途に用いられる。つまり、従来の補修弁は、弁体を全開または全閉のどちらかの状態で使
用することを前提としているので、弁体を中間開度で固定する構造を備えていない。しか
しながら、近年では、排水（ドレン）作業や災害時の緊急給水用でも使用されることが多
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くなってきており、その際、弁が全開状態であると水量が過多になる場合がある。
【０００６】
　また、特許文献２の技術によれば、弁体に対して一方の弁棒を回転伝達可能に連結し、
他方の弁棒を回転伝達不能に連結するため、弁体と弁棒との連結構造が複雑になるという
問題がある。また、２つの弁棒の回転操作を要するため、レバー等の回転操作機構も２つ
要することとなり、弁が大型化し、開閉操作手順も煩雑になる。
【０００７】
　本発明はこのような課題を解決するために創作されたものであり、弁体の開度を調整可
能であり、さらに弁体と弁棒の連結構造が簡素化され、弁棒の簡単な回転操作で弁体を無
摺動で開閉可能な補修弁を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するため、本発明は、弁座が設けられた弁箱と、前記弁箱内の流路を開
閉する弁体と、前記弁体を回転させる弁棒と、前記弁棒に一体回転するように取り付けら
れる操作用のレバーと、を備えた補修弁であって、前記弁箱と前記レバーとの間に介設さ
れるばね部材と、前記弁棒に対する前記レバーの弁棒軸心方向の取付位置を変位させて前
記ばね部材の弾性復元力を調整するばね調整部と、を有し、前記弁体を中間開度状態で保
持可能な中間開度保持機構を備えることを特徴とする。
【０００９】
　本発明によれば、ばね部材の弾性復元力を利用した簡単な構造で、弁体を中間開度状態
で保持できる。また、ばね調整部を備えることにより、レバーの操作力を容易に調整でき
る。
【００１０】
　また、本発明は、前記ばね部材は、前記弁棒に外嵌するサラばねであり、前記ばね調整
部は、前記弁棒の端面に螺合する締め付けボルトを備えて構成されていることを特徴とす
る。
【００１１】
　本発明によれば、ばね調整部を簡単な構造にできる。
【００１２】
　また、本発明は、前記弁棒に対して前記弁体を連れ回り可能かつ弁棒軸心との直交方向
に直線移動可能に連結する連結機構と、前記弁体を前記直交方向における中立位置に付勢
する付勢部材と、前記弁箱と前記弁体との間で設けられ、前記弁体が閉じるとき前記付勢
部材の付勢力に抗して前記弁体を前記弁座に押し付ける押し付け機構と、を備えることを
特徴とする。
【００１３】
　本発明は、弁体と弁棒の連結機構として、弁棒に対して弁体を連れ回り可能かつ弁棒軸
心との直交方向に直線移動可能に連結する構成としたうえで、弁体を弁座に押し付ける押
し付け機構に関しては、特許文献２のように弁体と弁棒との間ではなく、弁箱と弁体との
間に設けた。これにより、弁体と弁棒の連結機構は簡単な構造で済み、特許文献２のよう
に、弁体に対して一方の弁棒を回転伝達可能に連結し、他方の弁棒を回転伝達不能に連結
する必要がない。また、２つの弁棒の回転操作を別々に要することもないので、弁も小型
にでき、開閉操作手順も簡略になる。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、ばね部材を利用した簡単な構造で弁体を中間開度で保持できる。また
、弁体と弁棒の連結構造が簡素化され、弁棒の簡単な回転操作で弁体を無摺動で開閉でき
る。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明に係る補修弁の全開状態を示す側断面図である。
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【図２】本発明に係る補修弁の全閉状態を示す側断面図である。
【図３】本発明に係る補修弁の分解斜視図である。
【図４】弁棒軸心方向から見た押し付け機構および圧縮コイルばねの説明図であり、（ａ
）は補修弁が全開状態、（ｂ）は補修弁が全閉状態の場合を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　図１ないし図４を参照して、補修弁（以降、無摺動弁という）１は、弁箱２と、弁箱２
内の流路６を開閉する弁体３と、弁体３を回転させる弁棒４，５と、を備えている。無摺
動弁１は、図示しない水道管と図示しない空気弁等との間に介設される。
【００１７】
　「弁箱２」
　弁箱２は、第１弁箱７と第２弁箱８とに分割構成されている。第１弁箱７は、弁体３を
収容する基体部９と、流路６の他方側に流路軸心Ｏ１を中心として形成され相手側の配管
フランジに接続されるフランジ部１０と、流路軸心Ｏ１との直交方向である弁棒軸心Ｏ２
を中心として延設し一方の弁棒４を支承する筒状の弁棒支持部１１と、弁棒軸心Ｏ２を中
心として延設し他方の弁棒５を支承する筒状の弁棒支持部１２と、を備えている。弁棒支
持部１１の先端には、後述するスラスト受け部材４８を取り付けるためのフランジ部１３
が形成され、弁棒支持部１２の先端には、蓋部材４２を取り付けるためのフランジ部１４
が形成されている。また、第１弁箱７には、流路６の一方側に流路軸心Ｏ１を中心として
形成されたボール弁挿入開口部１５と、流路６の他方側に流路軸心Ｏ１を中心として形成
された雌ねじ部１６と、が形成されている。ボール弁挿入開口部１５の径Ｌ２は、後述す
る一対の弁体受け部材３２，３３の外端同士の距離Ｌ３よりも小さくボール弁３１の直径
Ｌ１よりも大きい。
【００１８】
　雌ねじ部１６よりも弁箱２内側寄りの基体部９の内壁には、流路軸心Ｏ１を中心とする
環状の弁座嵌合溝部１７が形成されている。弁座１８は、芯金入りのテフロン（登録商標
）樹脂材等からなる弾性変形可能な環状の部材であり、変形状態で雌ねじ部１６を通され
弾性復元することで弁座嵌合溝部１７に嵌合する。雌ねじ部１６には弁座押え部材１９が
螺合される。弁座押え部材１９は、他方の流路端開口部２０が形成された環状の部材であ
って、雌ねじ部１６に螺合する雄ねじ部が形成され一端が弁座１８に当接する胴部２１と
、胴部２１の他端から径外方向に延設し第１弁箱７の外面にあてがわれる鍔部２２と、を
備えた形状からなる。第１弁箱７と鍔部２２との間にはシール部材２３が介設される。弁
座押え部材１９は、胴部２１の一端が弁座１８に当接することで弁座１８を支持するとと
もに弁座１８の第１弁箱７からの抜けを阻止する。鍔部２２の外周には凹部２４が円周方
向に複数形成されており、第１弁箱７に螺合した回り止めボルト２５のボルト頭を凹部２
４のいずれか１つに引っ掛けることで弁座押え部材１９の緩みが阻止される。
【００１９】
　第２弁箱８は、流路６の一方側に流路軸心Ｏ１を中心として形成され相手側の配管フラ
ンジに接続されるフランジ部２６と、ボール弁挿入開口部１５の内周壁に内嵌する嵌合部
２７と、を備えている。第２弁箱８には一方の流路端開口部２８が形成されている。第２
弁箱８は、嵌合部２７がボール弁挿入開口部１５の内周壁に内嵌した状態で図示しないボ
ルトにより第１弁箱７に組み付けられる。ボール弁挿入開口部１５の内周壁と嵌合部２７
との間にはシール部材２９が介設される。
【００２０】
　「弁体３」
　弁体３は、中心を貫く貫通孔３０が形成された球状のボール弁３１と、ボール弁３１と
一体回転するようにボール弁３１および弁棒４，５に組み付けられる一対の弁体受け部材
３２，３３とを備えて構成されている。なお、弁体受け部材３２，３３はボール弁３１を
挟んで互いに対称形である。弁体受け部材３２は、弁棒軸心Ｏ２を中心とした短円柱状を
呈しており、弁棒４の連結ピン６０を挿通させるべく弁棒軸心Ｏ２方向に貫通した連結溝
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５９が形成されている。弁体受け部材３２の一端面における連結溝５９の両脇には、弁棒
軸心Ｏ２方向視して、弁棒軸心Ｏ２を中心に弧を描く略半月状の嵌合凸部３４，３４が突
設されている。一方、ボール弁３１の外周面には、弁棒軸心Ｏ２を中心とした円形を呈し
、弁体受け部材３２の一端面と当接する平面部３５が形成されている。平面部３５には、
前記嵌合凸部３４，３４と嵌合する同心円状の嵌合凹部３６が形成されている。嵌合凹部
３６の内径は嵌合凸部３４，３４の弧の径よりも若干大きい寸法である。
【００２１】
　平面部３５および嵌合凹部３６には、貫通孔３０の貫通方向と直交する方向に沿う円弧
状のガイド溝３７が形成されている。ガイド溝３７は、平面部３５の中心で最もボール弁
３１の中心に近づく円弧状として形成されている。このガイド溝３７には、弁棒４の連結
ピン６０の先端が遊嵌する。また、弁体受け部材３２，３３の各他端面と第１弁箱７の基
体部９の内壁との間には隙間Ｕ（図１）が形成されている。
【００２２】
　「弁棒４，５」
　弁棒４は、弁棒支持部１１の内周面に軸受３８を介して回転可能に支承される。軸受３
８と弁棒４との間にはシール部材３９が介設されている。弁棒４は、一端に連結ピン６０
が形成され、他端にレバー取付軸部４０が形成されている。弁棒５も弁棒支持部１２の内
周面に軸受３８を介して回転可能に支承され、軸受３８と弁棒５との間にシール部材３９
が介設されている。弁棒５の一端も弁棒４と同様に連結ピン６０が形成されている。弁棒
５の他端側は、フランジ部１４にボルト４１で締結される蓋部材４２により塞がれる。
【００２３】
　「中間開度保持機構４３」
　通常、ボール弁は全開状態或いは全閉状態で使用されるため、弁体が中間開度で保持さ
れる構造とはなっていない。これに対し、本実施形態の無摺動弁１は、弁体３を中間開度
状態で保持可能な中間開度保持機構４３を備えている。中間開度保持機構４３は、第１弁
箱７と操作用のレバー４４との間に介設されるばね部材としてのサラばね４５と、弁棒４
に対するレバー４４の弁棒軸心Ｏ２方向の取付位置を変位させてサラばね４５の弾性復元
力を調整するばね調整部４６と、を有して構成されている。
【００２４】
　レバー取付軸部４０は、弁棒軸心Ｏ２方向視して、軸受３８で支持される部位の弁棒４
の径よりも小径の円柱部を、四隅に周面が残るように４面を正方形状にカットした断面形
状からなる。第１弁箱７のフランジ部１３には、ボルト４７によりスラスト受け部材４８
が締結されており、レバー取付軸部４０はスラスト受け部材４８の貫通孔を通って外部に
突出している。サラばね４５は、レバー取付軸部４０に外嵌するように取り付けられる。
レバー４４は、一端側に、レバー取付軸部４０を弁棒軸心Ｏ２方向に移動可能かつ弁棒軸
心Ｏ２回りに一体回転可能に遊嵌させる通し孔が形成され、他端側が開口形成された筒胴
部４９と、筒胴部４９の外周面から径外方向に延設される操作アーム部５０とを備えた形
状からなる。レバー４４は、前記通し孔にレバー取付軸部４０が通された状態で、レバー
取付軸部４０の端面と隙間Ｓを開けるように筒胴部４９内に配置したボルト受け板５１を
介し、調整ボルト５２でレバー取付軸部４０の端面に螺合される。ボルト受け板５１およ
び調整ボルト５２が前記ばね調整部４６を構成する。
【００２５】
　以上により、スラスト受け部材４８（第１弁箱７）と筒胴部４９（レバー４４）との間
に配置されたサラばね４５が圧縮変形し、その弾性復元力がサラばね４５とレバー４４と
の間に作用する摩擦力となり（また、弁棒４のレバー取付軸部４０周りの環状の段差面と
スラスト受け部材４８との間に作用する摩擦力にもなり）、弁棒４に静止トルクが発生す
る。これにより、弁体３が水流の影響を受けても、弁体３を任意の中間開度状態に保持で
きる。また、調整ボルト５２の締め込み量により、サラばね４５の弾性復元力（レバー４
４の回転操作力）を容易に調整できる。ばね部材は例えばコイルばねでもよいが、弾性復
元力の微調整に優れた小型のばね部材としては本実施形態のようにサラばねを用いること
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が好ましい。
【００２６】
　なお、図３に示すように、フランジ部１３の一部は径外方向に突設され、当該突設部位
にボルト５３およびナット５４でストッパ５５が取り付けられている。操作アーム部５０
の根元部がストッパ５５に当接したときに弁体３は全開状態となる。
【００２７】
　無摺動弁１は、弁棒４，５に対して弁体３を連れ回り可能かつ弁棒軸心Ｏ２との直交方
向に直線移動可能に連結する連結機構５６と、弁体３を弁棒軸心Ｏ２との直交方向におけ
る中立位置Ｐ１に付勢する付勢部材５７と、弁箱２と弁体３との間で設けられ、弁体３が
閉じるとき付勢部材５７の付勢力に抗して弁体３を弁座１８に押し付ける押し付け機構５
８と、を備えている。
【００２８】
　「連結機構５６」
　連結機構５６は、弁体受け部材３２，３３にそれぞれ弁棒軸心Ｏ２との直交方向に沿っ
て形成される連結溝５９と、弁棒４，５にそれぞれ形成され、連れ回り可能な断面形状を
有して連結溝５９に遊嵌される連結ピン６０と、を備えている。連結ピン６０は、弁棒４
，５の各一端側において互いに平行な一対の平面部を有した断面形状からなる。連結ピン
６０は、弁体受け部材３２，３３にそれぞれ形成された連結溝５９に、連結ピン６０の平
面部が連結溝５９の溝側面を押圧することで弁体３を連れ回り可能、かつ連結溝５９に沿
って移動可能に遊嵌されている。連結ピン６０の先端は連結溝５９を貫通して、前記した
ようにボール弁３１のガイド溝３７に連れ回り可能かつ弁棒軸心Ｏ２との直交方向に直線
移動可能に遊嵌される。これにより、弁棒４，５と弁体受け部材３２，３３とボール弁３
１とが一体回転可能に、かつ、弁棒４，５に対して弁体受け部材３２，３３およびボール
弁３１が弁棒軸心Ｏ２との直交方向に移動可能に構成される。
【００２９】
　「付勢部材５７」
　付勢部材５７は、連結溝５９の内部に配置されたばね部材からなる。本実施形態では、
ばね部材を圧縮コイルばね６１としている。連結ピン６０の一対の周面部にはそれぞれ有
底のばね収容穴６２が形成されている。一対の圧縮コイルばね６１Ａ，６１Ｂは、一端が
ばね収容穴６２の穴底部に当接し他端が連結溝５９の溝端面に当接するように、各ばね収
容穴６２に圧縮状態で収容される。圧縮コイルばね６１Ａの付勢力と圧縮コイルばね６１
Ｂの付勢力とのバランスにより、弁体３は常に中立位置Ｐ１に位置するように付勢される
。中立位置Ｐ１は弁棒軸心Ｏ２上の位置である。弁体３が中立位置Ｐ１にあるとき、弁体
３と弁座１８との間には図１に示すように隙間Ｔが形成される。
【００３０】
　「押し付け機構５８」
　押し付け機構５８は、位置調整可能に弁箱２に螺合された位置調整ボルト６３と、弁体
受け部材３２，３３にそれぞれ突設され位置調整ボルト６３の先端に当接するボス部６４
と、を備えて構成されている。ボス部６４は、弁体受け部材３２，３３の各外周面に緩曲
面状に突設されている。弁箱２（第１弁箱７および第２弁箱８）には、この一対のボス部
６４に対応するように一対の位置調整ボルト６３が螺合されている。第２弁箱８の外部に
臨む位置調整ボルト６３のボルト頭端面には、工具（マイナスドライバ等）を差し込むた
めの溝が形成されている。工具により位置調整ボルト６３の螺合位置を調整することで、
位置調整ボルト６３の先端がボス部６４を押し付ける力、すなわち弁体３を弁座１８に押
し付ける力が調整される。位置調整ボルト６３と弁箱２との間にはシール部材６５が介設
される。
【００３１】
　「作用」
　図１および図４（ａ）に示すように、無摺動弁１が開状態のとき、弁体３は圧縮コイル
ばね６１Ａの付勢力と圧縮コイルばね６１Ｂの付勢力とのバランスにより中立位置Ｐ１に
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位置している。この状態では、位置調整ボルト６３の先端とボス部６４とは接触しておら
ず、弁体３と弁座１８との間に隙間Ｔが形成されている。この隙間Ｔは、無摺動弁１がほ
ぼ全閉状態となって位置調整ボルト６３の先端がボス部６４を押し付けるまで形成され続
ける。これにより、無摺動弁１の開閉動作に伴って弁体３が弁座１８に摺動することが無
くなるので、弁座１８の摩耗を低減でき、弁座１８のメンテナンス頻度や交換頻度を少な
くできる。
【００３２】
　図２および図４（ｂ）において、レバー４４を操作して弁体３を全開状態から９０°回
転させると、その間際でボス部６４が位置調整ボルト６３の先端に当接して下方に押し付
けられることで、圧縮コイルばね６１Ａの付勢力に抗して弁体３が中立位置Ｐ１から下方
に移動する。そして、距離Ｖだけ下方に移動すると、弁体３が弁座１８に押し付けられ、
無摺動弁１が全閉状態となる。
【００３３】
　また、無摺動弁１の全開状態、全閉状態、任意の中間開度状態のいずれにおいても、サ
ラばね４５の弾性復元力が弁箱２と弁体３との間に作用しているので、水流の影響に拘ら
ず弁体３の開度状態を確実に保持できる。
【００３４】
　「組み付け方法」
　弁箱２に対する弁体３および弁棒４，５の組み付け方法は以下の工程を伴う。
　（１）弁棒４と弁体受け部材３２と圧縮コイルばね６１Ａ，６１Ｂとを組み付けて弁棒
アセンブリを作成する。同様に弁棒５と弁体受け部材３３と圧縮コイルばね６１Ａ，６１
Ｂとを組み付けて弁棒アセンブリを作成する。なお、軸受３８は第１弁箱７に嵌合させて
おく。
　（２）前記一対の弁棒アセンブリをボール弁挿入開口部１５から第１弁箱７の内部に入
れて弁棒４，５をそれぞれ弁棒支持部１１，１２に支持させる。
【００３５】
　（３）ボール弁３１をボール弁挿入開口部１５から第１弁箱７の内部に入れて前記一対
の弁棒アセンブリと組み付ける。具体的には、先ず、各弁棒アセンブリを、図１に示す隙
間Ｕが小さくなるように弁棒軸心Ｏ２方向外方に一旦押し込んでおく。そして、弁棒４，
５と弁体受け部材３２，３３との相対移動方向が図２、図３に示すように流路軸心Ｏ１方
向となるように、各弁棒アセンブリの弁棒軸心Ｏ２回りの位相を合わせておく。これによ
り、ボール弁３１を第１弁箱７の内部に入れると、ガイド溝３７に連結ピン６０の先端が
スムーズに遊嵌する。そして、そのまま遊嵌合させていき、ボール弁３１の嵌合凹部３６
と弁体受け部材３２，３３の各嵌合凸部３４，３４とを凹凸嵌合させる。
　（４）第２弁箱８を第１弁箱７に組み付け、位置調整ボルト６３を取り付ける。
【００３６】
　以上のように、弁棒４，５に対して弁体３を連れ回り可能かつ弁棒軸心Ｏ２との直交方
向に直線移動可能に連結する連結機構５６と、弁体３を弁棒軸心Ｏ２との直交方向におけ
る中立位置Ｐ１に付勢する付勢部材５７と、弁箱２と弁体３との間で設けられ、弁体３が
閉じるとき付勢部材５７の付勢力に抗して弁体３を弁座１８に押し付ける押し付け機構５
８と、を備える無摺動弁１によれば、次のような効果が奏される。
【００３７】
　弁体３と弁棒４，５の連結機構５６として、弁棒４，５に対して弁体３を連れ回り可能
かつ弁棒軸心Ｏ２との直交方向に直線移動可能に連結し、弁体３を弁座１８に押し付ける
押し付け機構５８に関しては、弁箱２と弁体３との間に設けた。これにより、弁体３と弁
棒４，５の連結機構５６は簡単な構造で済み、従来のように、弁体に対して一方の弁棒を
回転伝達可能に連結し、他方の弁棒を回転伝達不能に連結する必要がない。また、２つの
弁棒の回転操作を別々に要することもないので、弁も小型にでき、開閉操作手順も簡略に
なる。
【００３８】
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　そして、弁体３は、ボール弁３１と、ボール弁３１と一体回転するようにボール弁３１
および弁棒４，５に組み付けられる一対の弁体受け部材３２，３３と、を備え、弁箱２は
、ボール弁挿入開口部１５を有した第１弁箱７と、一方の流路端開口部２８が形成され、
ボール弁挿入開口部１５の内周壁に内嵌する第２弁箱８と、を備える構成とすれば、ボー
ル弁３１と弁体受け部材３２，３３とをそれぞれ別々にボール弁挿入開口部１５から第１
弁箱７に入れ、第１弁箱７の内部で組み付けることができる。したがって、ボール弁挿入
開口部１５の径をボール弁３１の直径よりも僅かに大きい程度に抑えることができ、第１
弁箱７と第２弁箱８の構造設計の自由度が広がる。
【００３９】
　また、連結機構５６として、弁体受け部材３２，３３に弁棒軸心Ｏ２との直交方向に沿
って形成される連結溝５９と、弁棒４，５に形成され、連れ回り可能な断面形状を有して
連結溝５９に遊嵌される連結ピン６０と、を備えるものとし、付勢部材５７を、連結ピン
６０のばね収容穴６２に収容されて一端がばね収容穴６２の穴底部に当接し他端が連結溝
５９の溝端面に当接するばね部材（圧縮コイルばね６１）とすれば、ばね部材の組み付け
構造が簡単となる。
【００４０】
　また、押し付け機構５８として、位置調整可能に弁箱２に螺合された位置調整ボルト６
３と、弁体受け部材３２，３３に突設され位置調整ボルト６３の先端に当接するボス部６
４と、を備える構成とすれば、弁座１８への弁体３の押し付け力を簡単に調整できる。
【００４１】
　さらに、他方の流路端開口部２０が形成され、第１弁箱７に取り付けられて弁座１８の
抜けを阻止する弁座押え部材１９を備えたことにより、弁座１８を簡単な組み付け作業で
弁箱２に組み付けることができる。
【符号の説明】
【００４２】
　１　　　無摺動弁（補修弁）
　２　　　弁箱
　３　　　弁体
　４，５　弁棒
　６　　　流路
　７　　　第１弁箱
　８　　　第２弁箱
１１，１２　弁棒支持部
１５　　　ボール弁挿入開口部
１８　　　弁座
１９　　　弁座押え部材
３１　　　ボール弁
３２，３３　弁体受け部材
３４　　　嵌合凸部
３５　　　平面部
３６　　　嵌合凹部
３７　　　ガイド溝
４３　　　中間開度保持機構
４５　　　サラばね
４６　　　ばね調整部
４８　　　スラスト受け部材
５６　　　連結機構
５７　　　付勢部材
５８　　　押し付け機構
５９　　　連結溝
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６０　　　連結ピン
６１　　　圧縮コイルばね
６２　　　ばね収容穴
６３　　　位置調整ボルト
６４　　　ボス部
Ｏ１　　　流路軸心
Ｏ２　　　弁棒軸心
Ｐ１　　　中立位置

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】
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